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「しんくみビジネスバンキング申込書」（以下「申込書」と

いいます。）により申し込みを行い、当組合が適当と認めサー

ビスをご利用になる契約者（以下「契約者」といいます。）は、

契約者の安全確保のために当組合が採用しているセキュリテ

ィ措置、本利用規定に示したパスワード等の不正使用などに

よるリスク発生の危険性および本利用規定の内容を理解した

上で、サービスを利用することを承諾したものとします。 

 

第１章 総則 

第１条 しんくみビジネスバンキング 

１．定義 

しんくみビジネスバンキング（以下「本サービス」とい

います。）とは、契約者ご本人がインターネットに接続でき

る「パソコン、スマートフォン、タブレット（携帯電話は不

可）」（以下「パソコン等」といいます。）により、「照会サー

ビス」、「資金移動サービス」、「データ伝送サービス」等の

提供等の依頼を行い、当組合がその手続きを行うサービス

をいいます。（以下、「IT バンキング」といいます。） 

２．使用できる機器 

本サービスにおいて使用できる機器は、インターネット

に接続可能なパソコン等に限ります。また、端末の機種お

よびブラウザのバージョンは当組合所定のものに限ります。 

３．利用申込 

（１）本サービスの利用申込者（以下「利用申込者」といい

ます。）は、本規定その他関連規定の内容を理解し、その

内容が適用されることを承諾したうえで当組合所定の

利用申込書に所定の事項を記載し、利用申込手続きを行

うものとします。 

（２）利用申込者は、以下の条件を全て満たす方に限ります。 

① 法人、法人格のない団体、個人事業主のいずれかであ

ること。 

② 当組合本支店に普通預金口座、当座預金口座または

蓄預金口座をお持ちの方。 

③ インターネットに接続可能なパソコン等およびイン

ターネット経由の電子メールが受信できるメールアド

レスをお持ちであること。 

④「データ伝送サービス」を利用する場合は、当組合の

「組合員」であること。 

（３）当組合は、本項(２)号に該当する方からの利用申込であ

っても、次の場合には利用申込を承諾しないことがあり

ます。なお、利用申込者は、この不承諾につき異議を述べ

ないものとします。 

① 利用申込書に虚偽の事項を記載したことが判明した

とき。 

② その他、当組合が利用を不適当と判断したとき。 

（４）利用申込の承諾後であっても、利用申込者が前項のいず

れかに該当することが判明した場合、当組合は承諾を取

り消す場合があります。ただし、承諾が取り消された場合

でも、契約者は本サービスの利用により既に発生した義

務について本規定に従って履行する責任を負うものとし

ます。また、その場合に生じた損害について、当組合はそ

の理由の如何を問わず責任を負わないものとします。 

４．取引指定口座の届出 

本サービスで利用できる口座は、本サービスの利用申込

時に当組合所定の申込手続きにより届け出た、当組合本支

店にある契約者名義の預金口座（以下「取引指定口座」と

いいます。）とします。なお、契約者は、利用口座のうち１

口座を「代表口座」、それ以外を「契約口座」として届け出

るものとします。また、取引指定口座の科目・預金種類等

は当組合所定のものとし、口座数は当組合所定の口座数と

します。 

（１）代表口座 

代表口座は、当組合本支店のご本人名義口座に限りま

す。代表口座のお取引店が本サービスのお取引代表店と

なります。なお、利用申込時に代表口座として届け出た

口座を変更することはできません。また、原則として代

表口座より本サービスの基本手数料を引き落とします。 

（２）契約口座 

契約口座は、当組合本支店のご本人名義（契約者の支

店名義・営業所名義等を含む。）口座に限ります。 

５．「マスターユーザ」および「一般ユーザ」 

（１）マスターユーザ（管理者） 

① 契約者または契約者から本サービスの利用に関する

管理権限を授権された利用担当者を「マスターユーザ」

とし、マスターユーザは本サービスの利用に関する「ロ

グインＩＤ」、「ログインパスワード」および「確認用パ
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スワード」（以下「パスワード等」といいます。）の設定

を行うこととし、他の利用担当者にこれらの行為をさせ

てはならないものとします。なお、マスターユーザとし

て登録できるのは、ただ一人です。 

② 当組合は、マスターユーザによるパスワード等の設

定等である限り、それを契約者の真正な意思による行為

とみなし、万一それによって契約者に損害が生じた場合

でも、当組合の責に帰すべき事由がある場合を除き、当

組合は責任を負いません。 

③ 契約者は、マスターユーザの変更またはマスターユ

ーザの登録内容に変更があった場合、当組合所定の方法

により速やかに取引端末を操作し登録変更するものと

します。 

④ 契約者は、パスワード等の管理、使用について全ての

責任を持つものとし、理由の如何にかかわらずマスター

ユーザ以外の第三者に開示または使用させてはならな

いものとします。 

（２）一般ユーザ（担当者） 

本サービスの利用に関してマスターユーザが当組合

所定の方法により取引端末を操作して取引を行う権限

を有する利用担当者（以下「一般ユーザ」といいます。）

を設定することができるものとします。 

（３）契約者は、マスターユーザおよび一般ユーザに関する登

録内容の変更について、当組合所定の方法で直ちに登録 

するものとします。なお、手続きの種類によっては、変更

手続きの完了までに時間を要するものがあり、この場合

当組合は、当組合内の変更手続きが完了するまでの間、マ

スターユーザおよび一般ユーザに関する登録内容に変更

がないものと見做すことができるものとし、万一これに

よって契約者に損害が生じた場合でも、当組合の責に帰

すべき事由がある場合を除き、当組合は責任を負いませ

ん。 

６．利用日・利用時間 

本サービスの利用日・利用時間は、当組合が定めた利用

日・利用時間内とします。 

ただし、当組合は、本サービスの利用日・利用時間を契

約者へ事前に通知することなしに変更することができるも

のとします。 

なお、当組合の責によらない回線工事等が発生した場合

は、取引時間中であっても、契約者に予告なく取扱いを一

時停止、または中止することがあります。 

７．手数料 

（１）基本手数料の支払 

契約者は、本サービスの利用にあたって、申込日の属

する月の翌月分から、当組合所定の日に当組合所定の基

本手数料を支払うものとします。（申込月は基本手数料

を無料とします。） 

（２）振込手数料の支払 

契約者は、振込振替サービスまたはデータ伝送サービ

スにより振込を行う場合、当組合所定の振込手数料を支

払うものとします。 

① 振込振替サービスの場合は、指定日の当組合所定の

時間に、振込振替資金とともに当該振込に係る支払指定

口座から支払うものとします。 

② データ伝送サービスの場合は、当組合所定の日の当

組合所定の時間に、振込振替資金とともに指定された支

払指定口座から支払うものとします。 

（３）手数料の引き落し 

当組合は本項（１）号および（２）号の手数料の支払

について、当組合普通預金規定（総合口座取引規定を含

む）、当座勘定規定の定めにかかわらず、預金通帳・払戻

請求書または小切手の提示なしに、基本手数料について

は代表口座から、振込手数料については前項に定める預

金口座から引き落とします。 

（４）手数料の変更 

当組合は、本項（１）号および（２）号の手数料を契

約者に事前に通知することなく変更することができる

ものとします。また、今後本サービスに係る諸手数料を

新設あるいは改定する場合についても、当組合所定の方

法により引き落とします。 

（５）領収書の不発行 

本サービスにおいては、本項（１）号および（２）号

の手数料に係る領収書の発行は行わないものとします。 

（６）通信料金・接続料金等 

本サービスを利用するにあたり必要となる通信料金、

インターネット接続料金、パソコン等については、契約
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者が負担するものとします。 

（７）各種取引に伴う資金および手数料等の引落方法 

本サービスに伴う手数料および組戻し手数料をはじ

めとする各種取引に伴う資金および手数料（消費税を含

む。）の引き落しは、当組合の各種預金約定・規定等にか

かわらず、通帳・各種払戻請求書・キャッシュカード・

当座小切手・借入請求書の提出なしに、当組合所定の方

法により、自動的に引き落とします。 

第２条 本人確認 

１．認証方式 

（１） ID・パスワード方式 

ログイン ID およびログインパスワードにより契約

者であることを確認する方式 

（２）電子証明書方式 

電子証明書およびログインパスワードにより契約者

であることを確認する方式 

２．「仮確認用パスワード」「仮承認用パスワード」の届出 

契約者は、本サービスの利用申込時に、お取引の契約者

本人であることを確認するための「仮確認用パスワード」

「仮承認用パスワード」を当組合所定の書面により届け出

るものとします。当組合では、この利用申込により開設の

ための登録を行い、「仮ログインパスワード」を記載した「手

続き完了のお知らせ」を郵送いたします。 

３．「ログイン ID」の登録 

契約者は、初回利用時、ご利用の取引端末から当組合所

定の方法により、当組合に予め届け出た「代表口座」「仮確

認用パスワード」と、当組合が契約者の届出住所宛てに通

知した「手続き完了のお知らせ」に記載された「仮ログイ

ンパスワード」を入力して、任意のログイン ID を登録す

るものとします。当組合は管理している「代表口座」、「仮

ログインパスワード」および「仮確認用パスワード」との

一致を確認して契約者本人であると認識 し、ログイン ID 

の登録を受け付けるものとします。このログイン ID は随

時変更が可能です。 

４．電子証明書 

（１）認証方式を「電子証明書方式」とした場合、契約者は当

組合が発行する電子証明書を当組合所定の方法により、

パソコンにインストールすることとします。 

（２）電子証明書は当組合所定の期間（以下「有効期間」とい

います。）に限り有効です。契約者は有効期間が満了する

前に当組合所定の方法により電子証明書の更新を行うこ

ととします。なお、本サービスを解約した場合、インスト

ールした電子証明書は無効となります。 

（３）電子証明書をインストールしたパソコンを譲渡・廃棄す

る場合、契約者は事前に当組合所定の方法により電子証

明書の削除（失効手続）を行うものとします。また、新し

いパソコンを使用する場合は、当組合所定の方法により

電子証明書の再インストールを行うものとします。 

５．暗証番号等の登録 

契約者は、本サービスの利用にあたって、予め当組合所

定の書面により照会用暗証番号、振込振替暗証番号、承認

暗証番号、確認暗証番号（以下、「暗証番号等といいます。」

を登録するものとします。 

６．パスワード等および暗証番号等の管理 

パスワード等および暗証番号等（以下、「認証情報」とい

います。）は、契約者本人の責任において厳重に管理してく

ださい。なお、当組合職員からこれらの内容をお尋ねする

ことはありません。 

７．認証情報の事故、安全性の確保 

（１）認証情報を失念した場合 

当組合ではパスワード等および暗証番号等の照会に

対し理由の如何にかかわらず一切お答えできません。従

って、認証情報を失念した場合は、速やかに当組合所定

の書面によりお取引代表店に届け出てください。ただし、

届出から所定の期間は本サービスを利用できませんの

で予めご承知おきください。また、安全性を高めるため、

生年月日、電話番号、連続番号などの他人に類推されや

すい番号を避けるとともに、契約者ご本人でパスワード

等を定期的に変更してください。なお、契約者が本サー

ビスの利用を開始した後は、パスワード等は取引端末の

利用画面より随時変更することができますが、暗証番号

等は当組合所定の書面により変更するものとします。 

（２）認証情報の漏洩が判明した場合 

認証情報の漏洩が判明した場合は、直ちに取引端末よ

りパスワード等の変更を行い、不審な取引の有無を確認

し、手続きが完了していない取引があれば直ちに取消操
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作を行ってください。その後、契約者は速やかに当組合

所定の書面によりお取引代表店へ届け出てください。ま

た、パスワード等が変更されログインできない場合も、

当組合所定の書面によりお取引代表店へ届け出てくだ

さい。なお、当組合への届出前に生じた損害については、

当組合は責任を負いません。 

８．本サービスの利用停止 

本サービス利用について、契約者が届け出た認証情報の

入力を当組合所定の回数以上連続して誤った場合は、その

時点で本サービスの利用を停止（「取引閉塞」）します。 

契約者が本サービスの停止を解除するには、当組合所定

の書面により新しい認証情報の届出が必要となります。た

だし、届出から所定の期間は本サービスを利用できません

ので予めご承知おきください。 

９．本人確認 

（１）取引意思の確認 

本サービスを利用する場合は、認証情報を取引端末よ

り当組合に送信するものとします。当組合は受信した認

証情報と当組合に事前に登録された認証情報との一致

を確認した場合は、当組合は次の事項を確認したものと

して取り扱います。 

 ① 契約者の有効な意思による申込であること。 

② 当組合が受信した依頼内容が真正なものであること。 

（２）認証情報の不正利用 

当組合が本規定に従って本人確認を行い取引を実施

した場合、認証情報について不正利用、その他の事故が

あっても当組合は当該依頼を契約者の意思に基づく有

効なものとして取扱い、そのために生じた損害について

当組合は責任を負いません。 

第３条 取引の依頼 

１．取引の依頼方法 

本サービスによる取引の依頼は、本規定第２条第９項に

従った本人確認の終了後、契約者が取引に必要な所定事項

を当組合の指定する方法により正確に当組合に伝達するこ

とで、取引を依頼するものとします。 

２．取引依頼の確定 

当組合が本サービスによる取引の依頼を受けた場合、契

約者に依頼内容の確認画面を表示しますので、その内容が

正しい場合には、当組合の指定する方法で確認した旨を当

組合に伝達してください。 

当組合が伝達された内容を確認した時点で当該取引の依

頼が確定したものとし、当組合が定めた方法で各取引の手

続きを行います。なお、資金移動サービスの受付完了画面

で受付完了を確認できなかった場合は「振込・振替依頼内

容照会」機能で確認してください。 

３．依頼内容および処理結果のご確認 

依頼内容および処理結果については、当組合所定の依頼

内容確認方法、または、各預金通帳等への記帳等を行い、

契約者の責任において確認してください。万一、確認結果

が受信できなかった場合、また、内容に不明な点がある場

合、内容に相違がある場合等は、直ちにその旨を当組合連

絡窓口まで連絡してください。 

４．依頼内容の変更・撤回 

依頼内容の変更または撤回は、契約者が当組合所定の方

法により行うものとします。なお、当組合への連絡の時期、

依頼内容等によっては、変更または撤回ができないことが

あります。 

５．依頼内容および取引内容の記録 

契約者の依頼内容および取引内容の記録はすべて当組合

において記録され、当組合に相当期間保存されます。取引

内容、残高に相違がある場合において、契約者と当組合の

間で疑義が生じたときは、当組合の機械記録の内容をもっ

て処理します。 

 

第２章 照会サービス 

第４条 照会サービス 

１．照会サービスの内容 

照会サービスとは、予め届け出た契約者名義の取引指定

口座について、契約者が取引端末を通じてインターネット

等により当組合に「残高照会」「入出金明細照会」の依頼を

行い、当組合がその手続きを行うサービスをいいます。 

２．照会サービスの依頼 

照会サービスの依頼にあたっては、照会の種別、取引指

定口座等の所定事項を所定の手順に従って当組合に送信し

てください。当組合が照会サービス依頼を受信し、所定の

本人確認手続きの結果、契約者からの依頼と認めた場合に
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は、当組合は受信した依頼内容に対する口座情報を回答し

ます。 

３．回答済口座情報について 

（１）契約者からの依頼に基づいて当組合が回答した口座情

報は、その内容を当組合が証明するものではなく、回答後

であっても受入証券類等の不渡、その他相当の事情があ

る場合には訂正または取消を行う場合があります。その

ために生じた損害については、当組合は責任を負いませ

ん。 

（２）契約者は、残高等の口座情報が当組合所定の時刻におけ

る内容であり、契約者が取引照会を行った時点での内容

とは異なる場合がある事を異議なく承認し、これに起因

して生じた損害について、当組合は責任を負いません。 

 

第３章 資金移動サービス 

第５条 資金移動サービス 

１．資金移動サービスの内容 

（１）資金移動サービスとは、予め届け出た取引指定口座のう

ち、契約者が指定した当組合本支店における契約者名義

の預金口座（以下「支払指定口座」といいます。）から振

替資金または振込資金および振込手数料（以下「振込振替

資金等」といいます。）を引落のうえ、当組合の本支店を

含む全国銀行データ通信システム（全銀システム）に加盟

している金融機関の本支店の預金口座（以下「入金指定口

座」といいます。）宛てに振替または振込を行うサービス

をいいます。なお、入金指定口座の預金科目等は当組合所

定のものとします。 

（２）振込・振替の定義等 

① 振込とは、支払指定口座と入金指定口座が異なる当

組合本支店および他の金融機関にある場合、または異な

る名義の場合における資金移動取引をいいます。 

② 振替とは、支払指定口座と入金指定口座が同一店か

つ同一名義の場合における資金移動取引をいいます。 

２．取引の成立 

第３条第２項により依頼内容が確定した後、当組合は所

定の処理日に、契約者から支払依頼を受けた振込資金およ

び振込手数料、振替資金を、契約者の指定する当該サービ

ス利用口座に係る各種規定にかかわらず、通帳・払戻請求

書等の提出なしに支払指定口座より引き落としを行うもの

とし、当該引き落としを行ったときに取引が成立したもの

とします。 

３．利用限度額 

（１）１日あたりの利用限度額は、予め契約者が当組合所定の

書面により届け出た金額の範囲内とします。なお、１日あ

たりの利用限度額の対象は、同一日に受付けた振込手数

料を除く取引金額の合計（データ伝送サービスを含む総

額）とします。ここでいう「１日」の起点は、毎日午前０

時とします。 

（２）利用限度額を変更する場合は、契約者が当組合所定の書

面により届け出るものとします。当組合が変更登録を行

うことにより、その時点で予め依頼を受けていた振込な

どの予約分のうち、未処理のものについては、当組合は変

更後の振込振替限度額にかかわらず当該取引を処理する

ものとします。 

（３） 支払指定口座の指定方法は、契約者が予め当組合所定

の書面により届け出るものとします。その際、当組合が書

面に使用された印影と届出の印鑑とを相当の注意をもっ

て照合し、相違ないものと認めて取り扱った場合は、それ

らの書類につき、偽造、変造、その他の事故があっても、

そのために生じた損害については、当組合は責任を負い

ません。 

４．資金移動サービスの手続 

（１）入金指定口座の指定方法は、契約者が依頼の都度入金指

定口座を指定する方法（以下「都度指定方式」といいます。）

により取り扱います。 

（２）契約者は、振込・振替指定日（以下「指定日」といいま

す。）として、当組合の別途定めた期間内における営業日

を指定できるものとします。 

（３）振込振替の依頼 

振込振替を依頼する場合は、取引端末より所定事項を

当組合所定の方法により入力し、当組合宛に送信してく

ださい。当組合は、当組合が受信した事項を依頼内容と

します。 

（４）振込振替依頼の確定 

当組合が振込・振替依頼を受け、当組合が受信した認

証情報と当組合に事前に登録された認証情報との一致
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を確認した場合は、一部の依頼内容を除き、受信した依

頼内容を取引端末の確認画面に表示しますので、その内

容を確認のうえ、その内容が正しい場合には、当組合所

定の方法により確認した旨を当組合宛に送信すること

で回答してください。当組合がそれを確認した時点で当

該振込・振替の依頼が確定したものとします。 

（５）振込振替資金等の引き落としができない場合の取扱い 

① 振込・振替取引は、確定した振込・振替の依頼に基づ

き、前項に規定する振込振替資金等を当組合が支払指定

口座から引き落としたときに成立するものとします。 

② 次の理由により振込振替資金等の引き落としができ

なかった場合には、当該振込・振替の依頼はなかったも

のとして取り扱います。 

・振込振替資金等の金額が支払指定口座より引落すこと

のできる金額（当座貸越を利用 できる金額を含む）を

超える場合。なお、指定日当日の当組合の振込・振替

手続時に一度不能となった振込・振替の依頼について

は、指定日当日に資金の入金があっても振込・振替は

行われません。 

・振込・振替金額が、当組合所定の書面により届出した

利用限度額を超える場合。 

・契約者から支払指定口座への支払停止の届出があり、

それに基づいて当組合が所定の手続きを行った場合。 

・支払指定口座が解約された場合。 

・差押等やむを得ない事情があり、当組合が不適当と認

めた場合。 

・その他当組合が契約者における振込振替サービスの利

用を停止する必要があると認めた場合。 

（６）入金指定口座への入金ができない場合の取り扱い 

確定した振込の依頼に基づき、当組合が発信した振込資

金が入金指定口座へ入金できず振込先金融機関から返

却された場合は、支払指定口座へ入金するものとします。

この場合、振込手数料は返却しません。 

（７）当組合が契約者の依頼に基づき発信した振込について、

振込先の金融機関から当組合に対して振込内容の照会が

あった場合には、当組合は契約者に対し依頼内容につい

てご照会することがあります。この場合は、速やかに回答

してください。当組合の照会に対して相当の期間内に回

答がなかった場合、または不適切な回答があった場合に

は、当組合は振込資金を支払指定口座に入金します。なお、

この場合、前第 1 項の振込手数料は返却しません。また

これにより生じた損害について、当組合は責任を負いま

せん。 

５．依頼内容の組戻し・訂正 

（１）当組合が契約者から「振込」を受け付けた後、契約者が

当該振込の変更または取消を依頼する場合は支払指定口

座のある当組合本支店にて、当組合所定の組戻しまたは

訂正の手続きにより取り扱います。 

（２）当組合は、契約者からの訂正・組戻し等の依頼内容に基

づき、組戻し依頼または振込内容の変更依頼の発信処理

を振込先口座のある金融機関に行います。 

（３）組戻しにより振込先口座のある金融機関から振込資金

が返却された場合には、振込資金を支払指定口座に入金

いたします。 

（４）上記２号の場合において、振込先金融機関がすでに振込

通知を受信している場合には、訂正もしくは組戻しがで

きないことがあります。この場合は、受取人との間で協議

をしてください。なお、この場合の組戻手数料および消費

税は返却いたしません。 

（５）「振替」の場合には、依頼内容確定後はいかなる場合も

依頼内容の変更または取消はできないものとします。 

６．取引端末による依頼内容の取消 

予約扱いにおいて、振込・振替の依頼を取り消す場合は、

指定日の前営業日の当組合所定の時刻までに、契約者の取

引端末から取消依頼を行うことができますが、それ以降は

当組合所定の組戻しの手続きにより取り扱うものとします。 

７．取引内容の確認等 

（１）振込振替サービスによる取引後は、速やかに本サービス

により処理状況を照会してください。また、預金通帳への

記入または当座勘定照合表により取引内容を確認してく

ださい。 

（２）前号の場合において、万一取引内容に相違がある場合は、

直ちにその旨を支払指定口座のある取引店へご連絡くだ

さい。 

（３）契約者と当組合の間で取引内容について疑義が生じた

場合には、当組合が保存する電磁的記録等の記録内容を
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正当なものとして取り扱うものとします。 

 

第４章 データ伝送サービス 

第６条 共通事項 

１．データ伝送サービスの内容 

データ伝送サービスとは、契約者からの依頼に基づき、

取引指定口座から振込振替資金等を引き落としのうえ、総

合振込または給与振込・賞与振込（以下「給与（賞与）振

込」といいます。）・口座振替を行うサービスをいいます。 

２．データ受付時限 

データ伝送サービスの各データは、当組合所定のデータ

受付時限までに、当組合所定の方法により伝送を完了する

ものとします。 

ただし、当組合は契約者に事前に通知することなくデー

タ受付時限を変更することができるものとします。 

３．利用限度額 

１日あたりの利用限度額は、予め契約者が当組合所定の

書面により届け出た金額の範囲内とします。なお、１日あ

たりの利用限度額の対象は、同一日に受付けた振込手数料

を除く取引金額の合計（資金移動サービスを含む総額）と

します。ここでいう「１日」の起点は、毎日午前０時としま

す。 

４．基本契約の締結 

データ伝送サービスのうち、給与（賞与）振込について、

契約者は本規定に定める取扱いによるほか、契約者と当組

合の間で別途締結した「給与振込に関する契約書」の定め

によるものとします。 

５．データ伝送の依頼 

データ伝送を依頼する場合は、依頼内容を記録した依頼

明細データを取引端末から当組合所定の方法で、当組合宛

に送信するものとします。 

６．データ伝送依頼の確定 

当組合がデータ伝送依頼を受け、当組合が受信した認証

情報と当組合に事前に登録された認証情報との一致を確認

した場合は、受信した依頼内容を取引端末の確認画面に表

示しますので、その内容を確認のうえ、その内容が正しい

場合には、当組合所定の方法により承認した旨を当組合宛

てに送信することで回答してください。当組合がそれを確

認した時点で当該データ伝送の依頼が確定したものとしま

す。 

７．取引内容の確認等 

（１）データ伝送サービスによる取引後は、速やかに本サービ

スにより取引状況を照会してください。また、預金通帳へ

の記入または当座勘定照合表により取引内容を確認して

ください。 

（２）前号の場合において、万一、取引内容に相違がある場合

は、直ちにその旨を取引指定口座のある取引店にご連絡

ください。 

（３）契約者と当組合の間で取引内容について疑義が生じた

場合には、当組合が保存する電磁的記録等の記録内容を

正当なものとして取り扱うものとします。 

第７条 総合振込、給与（賞与）振込サービス 

１．総合振込サービスの内容 

総合振込サービスとは、データ伝送による振込依頼明細

の受付およびその明細に基づく振込を行うサービスをいい

ます。 

２．給与（賞与）振込サービスの内容 

（１）給与（賞与）振込サービスとは、データ伝送による給与

（賞与）振込依頼明細の受付およびその明細に基づく振

込を行うサービスをいいます。 

（２）給与（賞与）振込は、契約者が支給する役員および従業

員に対する報酬・給与・賞与の振込に限ります。 

３．総合振込、給与（賞与）振込の入金指定口座 

総合振込、給与（賞与）振込で、契約者が入金指定できる

入金指定口座は、当組合の本支店を含む全国銀行データ通

信システム（全銀システム）に加盟している金融機関の本

支店の預金口座とします。なお、指定できる入金指定口座

の預金科目は当組合所定のものとします。 

４．振込振替資金等の入金 

契約者は、振込振替資金等を、当組合所定の日の当組合

所定の時間までに指定した支払指定口座に入金するものと

します。 

５．振込振替資金等の引落しができない場合の取扱い 

（１）確定した依頼に基づき、前項に規定する振込振替資金等

を当組合が支払指定口座から引き落としたときに成立す

るものとします。 
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（２）次の理由により振込振替資金等の引落しができなかっ

た場合には、当該振込の依頼はなかったものとして取扱

います。 

① 振込振替資金等の金額が指定された支払指定口座よ

り引き落とすことのできる金額（当座貸越を利用できる

金額を含む。）を超える場合。 

② 振込振替金額が当組合所定の書面により届出をした

利用限度額を超える場合。 

③ 契約者から支払指定口座への支払停止の届出があり、

それに基づいて当組合が所定の手続きを行った場合。 

④ 支払指定口座が解約されたとき。 

⑤ 差押等やむを得ない事情があり、当組合が不適当と

認めた場合。 

⑥ その他当組合が契約者におけるデータ伝送サービス

の利用を停止する必要があると認めた場合。 

６．依頼内容の取消・組戻し 

（１）依頼内容の取消 

契約者の依頼した取引については、当組合がデータ受

信した後においては取消はできないものとします。 

（２）当組合が契約者から振込を受付けた後、契約者が当該振

込の訂正または組戻しを依頼する場合は支払指定口座の

ある当組合本支店にて、当組合所定の手続きにより取り

扱います。この場合、振込手数料は返却いたしません。ま

た、組戻しについては、当組合所定の組戻手数料をいただ

きます。 

（３）当組合は、契約者からの訂正・組戻し等の依頼内容に基

づき、組戻し依頼または振込内容の変更依頼の発信処理

を振込先口座のある金融機関に行います。 

（４）組戻しにより振込先口座のある金融機関から振込資金

が返却された場合には、振込資金を当該取引の振込資金

引落口座に入金いたします。 

（５）上記（３）号の場合において、振込先金融機関がすでに

振込通知を受信している場合には、訂正もしくは組戻し

ができないことがあります。この場合は、受取人との間で

協議をしてください。なお、この場合の組戻手数料は返却

いたしません。 

（６）その他この振込について、振込不能が発生したときの取

扱いは、当組合の定める方法によるものとします。 

第８条 口座振替サービス 

１．データ伝送を契約した契約者は、当組合に対して、データ

伝送を利用した口座振替事務を委託します。 

２．なお、口座振替の取扱店の範囲は、当組合の本支店としま

す。 

３．口座振替依頼書の受理等 

（１）当組合の取扱店は、預金者から預金口座振替の依頼を受

けた時は、預金口座振替届出書（以下、「届出書」といい

ます。）および預金口座振替依頼書（以下、「依頼書」とい

います。）を提出させ、これを承諾した時は届出書を契約

者に送付します。 

（２）契約者が預金者から届出書および依頼書を受理した時

は、依頼書を当組合に提出するものとします。当組合は記

載事項を確認し、依頼書に印鑑相違その他の不備事項が

ある時は依頼書にその旨を付記し（または別添資料等に

より）、契約者に返戻するものとします。 

４．振替日 

（１）契約者は、当組合に対して、毎月の口座振替日を届け出

るものとします。ただし、当日が当組合の休日にあたる時

は翌営業日とします。 

（２）契約者は、振替日を変更する時は預金者に対して周知徹

底を図るものとし、当組合はこれに関して特別な通知等

は行わないものとします。 

５．口座振替の依頼 

（１）契約者は、確認済みの届出書に基づいて当該預金者宛の

請求明細を記録したデータを作成し、当組合に対して、デ

ータ伝送により口座振替の依頼を行うものとします。 

（２）当組合は、データに記録された請求明細に基づき振替処

理を行い、振替結果を次のコードにより登録します。 

振替済 0 

資金不足 1 

取引なし 2 

預金者の都合による振替停止 3 

預金口座振替依頼書なし 4 

委託者の都合による振替停止 8 

その他 9 

なお、預金口座からの引落しは、データに記録された

請求明細の口座番号により行うものとします。 
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６．口座振替結果の登録 

当組合は、契約者が振替結果を、振替日の翌営業日の 14 

時 35 分から照会できるよう、登録を行うものとします。 

７．取扱手数料 

（１）契約者は、当組合に対し、次の取扱手数料および取扱手

数料合計額にかかる消費税等相当額（以下、「取扱手数料

等」といいます。）を支払うものとします。 

従量料金…振替請求件数 1 件につき当組合所定の手数

料 

（２）取扱手数料等は、振替資金を契約者の預金口座に入金す

る際、振替資金から当組合が差引きのうえ支払うものと

します。 

なお、取扱手数料などの引落しにあたっては、当組合の

普通預金規定（総合口座取引勘定を含みます。）、当座勘定

規定にかかわらず、預金通帳および預金払戻請求書または

当座小切手の振出は不要とします。 

８．振替資金の入金 

当組合は、振替日の 5 営業日後までに振替資金を契約者

の指定する預金口座に入金するものとします。 

９．領収書の送付 

当組合は、領収書・振替済通知書等の作成・郵送は行わ

ないものとします。 

１０．預金者への通知 

当組合は、預金口座振替に関して預金者に対する引落し

済みの通知および入金の督促は行わないものとします。 

１１．振替不能分の再請求 

契約者は、振替不能分の再請求をする時は、再請求分の

請求明細を記録したデータを作成し、次回振替請求の際、

データ伝送により口座振替の依頼を行うものとします。こ

の場合、再請求分と次回請求分とを同時に請求する場合は、

その振替について優先順位をつけないものとします。 

１２．停止通知 

契約者は、預金口座振替による収納を停止した時は、そ

の氏名等を当組合に通知するものとします。 

１３．解約・変更通知 

当組合は、預金者の申出または当組合の都合により当該

預金者との預金口座振替を解約または変更した時は、その

旨通知するものとします。ただし、預金者が当該指定口座

を解約した時は、当組合は契約者に対する通知は行なわな

いものとします。 

第９条 電子メール 

１．電子メールアドレスの登録 

   契約者は本サービス利用開始にあたって、当組合にイン

ターネットを介して電子メールアドレスの登録（以下「登録

メールアドレス」といいます。）を行ってください。 

２．当組合からの送信 

契約者は、当組合から契約者への通知手段として電子メ

ールを使用することに同意するものとし、当組合は振込・

振替依頼の受付結果やその他の告知を登録メールアドレス

宛に送信します。 

３．登録メールアドレスの変更 

登録メールアドレスを変更する場合は、契約者の取引端

末から当組合所定の操作で変更登録を行うこととします。 

４．通信障害等による未着・延着 

当組合が登録メールアドレス宛に送信したうえは、通信

障害その他の理由による未着・延着が発生しても通常到達

すべき時に到達したものとみなし、これに起因して契約者

に損害が生じても、当組合はその責任を負いません。 

５．登録メールアドレスの相違による損害 

当組合が送信した先の登録アドレスが、本条第３項の変

更を怠るまたは遅延する等、契約者の責により契約者以外

の登録メールアドレスに変わっていたことに起因して契約

者に損害が生じても、当組合はその責任を負いません。  

第１０条 認証情報の登録・管理 

パスワード等および暗証番号等（以下、「認証情報」とい

います。）は、契約者本人の責任において厳重に管理してく

ださい。なお、当組合職員からこれらの内容をお尋ねする

ことはありません。 

 

第５章 共通条項 

第１１条 届出事項の変更 

印鑑、住所、電話番号、氏名、その他届出事項に変更があ

った場合には、直ちに当組合所定の方法により、届け出て

ください。この届出の前に生じた損害については、当組合

はその責を負いません。住所変更の届出がなかったために、

当組合からの通知または送付する書類等が延着し、または
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到着しなかった場合は、通常到着すべき時に到着したもの

とみなします。また、氏名の変更があった場合は、必ず全

てのご利用営業店に変更届を提出し、本サービスの変更依

頼を届け出てください。届出がない場合、氏名相違等の理

由により本サービスをご利用できないことがあります。こ

の場合もこの届出の前に生じた損害について、当組合はそ

の責を負いません。 

第１２条 取引の制限等 

１．当組合は、預金者の情報および具体的な取引の内容等を適

切に把握するため、提出期限を指定して各種確認や資料の

提出を求めることがあります。預金者から正当な理由なく

指定した期限までに回答いただけない場合には、入金、払戻

し等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場合があり

ます。 

２．前項の各種確認や資料の提出の求めに対する預金者の回

答、具体的な取引の内容、預金者の説明内容およびその他の

事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、テロ資

金供与、もしくは経済制裁関係法令等への抵触のおそれが

あると判断した場合には、入金、払戻し等の本規定にもとづ

く取引の一部を制限する場合があります。 

３．前 2 項に定めるいずれの取引の制限についても、預金者

からの説明等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資

金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが合

理的に解消されたと当組合が認める場合、当組合は当該取

引の制限を解除します。 

４．１年以上利用のない預金口座は、払戻し等の預金取引の一

部を制限する場合があります。 

５．日本国籍を保有せず本邦に居住する預金者は、当組合の求

めに応じ適法な在留資格・在留期間を保持している旨を当

組合所定の方法により届出るものとします。当該預金者が

当組合に届出た在留期間が超過した場合、払戻し等の預金

取引の一部を制限することができるものとします。 

第１３条 解約等 

１．解約 

本サービスの解約は、当事者一方の都合でいつでも解約

できるものとします。 

２．契約者による解約 

（１）契約者による解約は、当組合に解約の申込書を提出し当

組合所定の手続きをとるものとします。 

（２）本サービスを解約した場合でも、解約前に行った取引は、

有効な取引として扱います。また、この取引の範囲には、

予約取引も含まれます。 

３．ご利用口座（代表口座を含む。）の解約 

（１）代表口座が解約されたとき、本契約は解約されたものと

みなします。 

（２）ご利用口座（契約口座）が解約されたときは、該当する

口座に関する契約は削除されます。 

４．当組合からの解約 

契約者に次の各号の事由が１つでも生じた場合、当組合

は本契約を解約することができ、当組合から発信したその

旨の通知が契約者に到達したときに解約の効力が生じるも

のとします。 

（１）相続の開始があった場合。 

（２）支払停止または破産の申立等があった場合。 

（３）電子交換所の取引停止処分を受けた場合。 

（４）住所変更等の届出を怠る等契約者の責に帰すべき事由

によって、当組合において、契約者の所在が不明となった

場合。 

（５）当組合に支払うべき手数料の未払いが発生した場合。 

（６）その他、当組合が本サービスの中止を必要とする相当の

事由が発生した場合。 

５．当組合からの解約通知 

（１）前項のほか、当組合の都合により契約を解約する場合は、

届出住所に解約の通知を行います。 

（２）当組合が解約の通知を届出の住所あてに発信したにも

かかわらず、その通知が未着・延着または不着（受取拒否

の場合も含む。）の場合は、通常到着すべき時に到着した

ものとみなします。 

第１４条 取引店の変更 

１．契約者の都合で代表口座の取引店を変更する場合、本サー

ビスを解約のうえ、必要に応じ取引店変更後の口座で新た

にお申し込みください。 

２．代表口座以外のサービス利用口座を契約者の都合で取引

店の変更を行う場合、当該口座をサービス利用口座から削

除のうえ、必要に応じ取引店変更後の口座で新たに申込書

により登録してください。サービス利用口座の削除の際、そ
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の時点であらかじめご依頼いただいている取引のうち、当

該口座を支払指定口座とする未処理のものについては、原

則としてすべて取消となります。 

３．代表口座が店舗の統合等、当組合の都合により取引店を変

更された場合、原則として本契約の内容は当組合の指定す

る新しい取引店に引き継がれることとします。ただし、契約

者に連絡のうえ、別途変更の手続をしていただく場合もあ

ります。 

第１５条 取引内容の確認等 

１．取引内容の照会 

本サービスによる資金移動取引後は、すみやかに当組合

所定の方法により本サービスを利用して照会するか、預金

通帳への記帳または当座勘定照合表等により取引内容を照

合してください。万一、取引内容・残高に疑義がある場合

は、ただちに当組合に連絡してください。 

２．通知による取引内容等の確認等 

本サービスによる資金移動取引については受付番号等を

記載した電子メールを、契約者のメールサービスに送信し

ますので、確認してください。記載内容に相違がある場合

または取引照会等で取引があるにもかかわらず電子メール

が届かない場合は、直ちに当組合に確認してください。契

約者が登録した電子メールアドレスに送信したうえは、通

信障害その他の理由による未着・延着につき、当組合はそ

の責を負いません。また、不着によって生じた損害につき、

当組合はその責を負いません。電子メールが未着で当組合

宛に返却された場合、当組合は、契約者本人による取引で

あることを当組合が確認できるまで、契約者の安全の為、

本サービスによる契約者とのお取引を一時停止する等、当

組合所定の範囲で取引を制限することができるものとしま

す。 

３．取引の記録 

本サービスによる取引内容について疑義が生じた場合は、

本サービスについて当組合が保有する電磁的記録内容を正

当なものとして取り扱います。 

第１６条 海外からの利用 

海外からのご利用は、その国の法律・制度・通信事情・そ

の他の事情により本サービスの利用ができない場合があり

ます。また、契約者が日本国外において本契約に基づく諸

取引を行ったことにより生じた損害については、当組合は

責任を負いません。 

第１７条 契約者情報等の取扱い 

１．当組合は、次の契約者情報等を厳正に管理し、契約者の情

報保護のために十分に注意を払うとともに、本規定に定め

た場合以外には契約者情報等の利用は行いません。 

（１）契約者が本サービスへの利用申込時に届け出た情報お

よび契約者より登録された一般ユーザに関する情報。（以

下「契約者情報」といいます。） 

（２）本サービスの利用履歴およびその他本サービスの利用

に伴う種々の情報。（以下「契約者取引情報」といいます。） 

２．契約者は、契約者情報および契約者取引情報（以下「契約

者登録情報」といいます。）につき、当組合が次の目的のた

めに、業務上必要な範囲内で使用することをあらかじめ承

諾するものとします。 

（１）本人確認法に基づくご本人様の確認等や、本サービスを

ご利用いただく資格等の確認のため。 

（２）本サービスのお申込の受付、および継続的なお取引にお

ける管理のため。 

（３）お客様との契約や法律等に基づく権利の行使や義務の

履行のため。 

（４）ダイレクトメール、電子メール等の発送・送信。 

（５）その他本サービスの内容を向上させるために必要な行

為。 

３．当組合は、当組合が定める所定の期間を経過した時は、契

約者登録情報を廃棄することができるものとします。 

第１８条 免責事項 

１．本規定第２条第９項により本人確認手続きを経た後、本サ

ービスの提供に応じたうえは、利用者を契約者とみなし、認

証情報、資金の引落口座等に不正使用その他の事故があっ

てもそのために生じた損害について、当組合は責任を負い

ません。 

２．次の各号の事由により本サービスの取扱いに遅延、不能等

があっても、これによって生じた損害について、当組合は責

任を負いません。 

（１）災害、事変、裁判所等公的機関の措置等のやむを得ない

事由があった場合。 

（２）公衆電話回線、移動体通信網、専用電話回線、インター
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ネット等の通信回線において、当組合に有効な取引依頼

のデータが到達する前の段階でトラブルが生じたときや

同回線上で盗聴等がなされたことにより契約者の取引情

報等が漏洩した場合。 

（３）当組合または金融機関の共同システムの運営体が相当

の安全策を講じたにもかかわらず、端末機、通信回線また

はコンピュータ等に障害が生じた場合。 

（４）当組合が書面に押捺された印影を、代表口座として届け

出た口座のお届印と相当の注意をもって照合し、相違な

いものと認めて取り扱った書面につき偽造、変造、盗用そ

の他の事故があった場合。 

（５）郵送上の事故につき、第三者が契約者の情報を知り得た

場合。 

（６）当組合以外の金融機関の責に帰すべき事由があった場

合。 

３．当組合が講じる安全対策についての了承 

契約者は、本サービスの利用に際し、公衆回線、専用電

話線、インターネット等の通信経路の特性および本サービ

スで当組合が講じる安全対策等について、了承しているも

のとみなします。 

４．環境設定の確保 

本サービスに使用する取引端末および通信媒体が正常に

稼動する環境については、契約者の責任において確保して

ください。当組合は、本契約により取引端末が正常に稼動

することについて保証するものではありません。万一、取

引端末が正常に稼動しなかったことにより取引が成立しな

い、または不用意な取引が成立した場合、そのことにより

生じた損害について、当組合は責任を負いません。 

５．記録の保存 

本サービスを通じてなされた契約者と当組合間の通信の

記録等は、当組合所定の期間に限り当組合所定の方法・手

続きによって保存するものとします。当該期間経過後は、

当組合がこれらの記録等を消去したことにより生じた損害

について、当組合は責任を負いません。 

６．情報の開示 

法令、規則、行政庁の命令等により本サービスに関わる

情報の開示が義務付けられる場合（当局検査を含む。）、当

組合は契約者の承諾なくして当該法令・規則・命令等の定

める手続きに基づいて情報を開示することがあります。当

組合が当該情報を開示したことにより生じた損害について、

当組合は責任を負いません。 

第１９条 取引メニューの追加 

本サービスに今後追加される取引メニューについて、契

約者は、新たな申込なしに利用できるものとします。ただ

し、当組合が指定する一部メニューについては、この限り

ではありません。 

第２０条 サービスの休止 

当組合は、システムの維持、安全性の維持、その他必要

な事由がある場合は、本利用規定に基づくサービスを休止

することができるものとします。この中断の時期および内

容については、電子メール、当組合ホームページへの掲載

その他の方法により通知するものとします。 

第２１条 関係規定の適用・準用 

１．関係規定の適用 

この規定に定めのない事項については、関係する預金規

定等の規定により取り扱います。 

２．関係規定の準用 

振込・振替に関しては、この規定に定めのない事項は、

振込規定を準用します。 

第２２条 契約期間 

この契約の契約期間は、契約日から１年間とし、契約者

または当組合から特に事前の申し出がない限り、契約期間

満了の翌日から自動的に１年間更新されるものとします。

なお、継続後も同様とします。 

第２３条 規定の変更 

当組合は、民法第５４８条の４に基づき、本規定を当組

合の都合によりいつでも変更することができるものとしま

す。なお、変更日以降、契約者が新たに本サービスを利用

された場合、変更後の規定を承認したものとみなし、当組

合の任意の変更によって損害が生じたとしても、当組合は

その責任を負いません。 

第２４条 準拠法・合意管轄 

本契約の契約準拠法は日本国法とします。また、本サー

ビスに関する訴訟については、当組合本店の所在地を管轄

する裁判所を管轄裁判所とします。 

以 上 


